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資 料 ４

環境税の経済分析等に関する専門委員会について

１ 設置の趣旨

中央環境審議会答申「地球温暖化対策推進大綱の評価・見直しを踏ま

えた新たな地球温暖化対策の方向性について（第２次答申 」(平成17年）

3月）及び京都議定書目標達成計画(平成17年4月閣議決定)を受け、技術

的・専門的な見地からの環境税の経済的分析･調査を行うため、中央環

境審議会総合政策・地球環境合同部会に 「環境税の経済分 析等に関す、

る専門委員会」を新たに設置した。

２ 調査事項

環境税の価格インセンティブ効果・アナウンスメント効果、国民経済

・産業の国際競争力に与える影響、環境税額の価格転嫁等について技術

的・専門的観点からの調査を行う。
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４ 専門委員会検討状況

○第１回 ５月１０日（火）

・環境税に関するこれまでの検討経緯について

・当面の検討事項について

○第２回 ５月２７日（火）

・環境税の位置付けについて

・環境税のアナウンスメント効果について

・環境税が人々・企業の行動に及ぼす結果（アンケート分析）

について

○第３回 ６月１４日（火）

・環境税の効果（弾性値分析）

・環境税による経済影響

・国境税調整

○第４回 ６月２８日（火 （予定））

○第５回 ７月中旬を予定


